
東社協　福祉施設経営相談室だより№３７　平成１７年４月２８日
ＴＥＬ０３－３２６８－７１７０　　ＦＡＸ０３－３２６８－０６３５

Ｅメール    keieisoudan@tcsw.tvac.or.jp
都サービス推進費補助金の取扱改正通知発出される

平成１２年１月１４日付６８７号（一部改正１３年３月３０日１１４７号）の改正通知がこのたび、１７年３月３１日付で発出されました。適用は１６年度からとされています。


通知内容は、各種要件を満たした上での弾力運用ですが、平成１７年４月に入ってからの通知であったため、①それまで本部経理区分での計上を指導されていた保育所以外の施設における積立金は施設経理区分で計上（含む１５年度までの分）することとされていますが、１６年度末での移管は経理処理上、不能であるため、１７年度中の移管処理で差し支えないこと。②保育所（会計基準）において「平成１１年度までに本部経理区分で積み立てた施設整備費積立金」も前記①と同様に１７年度中の施設経理区分への移管処理で差し支えないことを東京都に確認済みです。

したがって、１７年度の理事会・評議員会において適切な対応が必要です。


【積立金移管仕訳例示】（本部経理区分の○○積立金を○○施設経理区分への移管仕訳）
以下のいずれかの処理を選択してください。なお、いずれの場合も改正通知に基づく積立金の移管処理が行われた旨及びその金額を決算書に注記する必要があります。

Ａ　収支を経由しない方法（貸借対照表科目の振替で処理）

(本部経理区分)

○○積立金（Ｂ/S）／○○積立預金（Ｂ/S）

(施設経理区分)

○○積立預金（Ｂ/S）／○○積立金（Ｂ/S）

Ｂ　収支を経由する方法（当該収支の予算化が必要）

(本部経理区分)

・積立金の取崩し

○○積立金（Ｂ/S）／○○積立金取崩額（P/L）（繰越活動収入差額の部）

・積立預金の取崩し

現金預金（Ｂ/S）／○○積立預金（Ｂ/S）

支払資金（C/F）／○○積立預金取崩収入（C/F）（財務活動等収入）・・予算に計上する

・施設経理区分への移管

経理区分間繰入金支出（P/L）／現金預金（Ｂ/S）

経理区分間繰入金支出（C/F）／支払資金（C/F）・・・・・予算に計上する

(施設経理区分)

・本部経理区分からの受入

現金預金（Ｂ/S）／経理区分間繰入金収入（P/L）

支払資金（C/F）／経理区分間繰入金収入（C/F）・・・・・予算に計上する

・積立金の計上

○○積立金繰入額（P/L）（繰越活動収入差額の部）／○○積立金（Ｂ/S）

・積立預金の積立支出

○○積立預金（Ｂ/S）／現金預金（Ｂ/S）

○○積立預金積立支出（C/F）（財務活動等支出）／支払資金（C/F）・・予算に計上する

＜参考：東京都補助金を財源として積み立てることができるもの＞

	保育所
	都施設整備積立金
	--------------------
	国通知にいう各種積立金

	上記以外の施設
	
	施設運営費積立金
	


なお、標記通知は各種施設業種を網羅し、かつ国通知の弾力通知の適用内容の相違（措置、保育、支援費）をふまえて通知されています。したがって、国通知における相違（該当部分及び非該当部分）の読み込みが求められ、正確な当該施設関係内容の理解には、かなりの困難が伴うと思われます。ついては、個別施設業種ごとの理解に供するため、東社協ホームページにおいて①措置施設版②保育所版（会計基準）③保育所版（経理規程準則）④支援費施設版、ごとに当該施設関係文のみを抜粋して、編集したものを５月６日に掲載します。

これは、東社協福祉施設経営相談室において編集したものです。ご利用ください。

（アクセス：東社協ホームページ初期画面⇒事業案内⇒経営相談事業「改正６８７号通知」）



















また、本経営相談室に対して、措置施設及び保育所における今年の最新通知において、「当期末支払資金残高の保有は年間措置費（保育所運営費）収入の30％以下」とされていることについてのご相談が寄せられています。１６年度末においてこのことが履行できない場合は、１７年度末には、必ずこれを履行する場合においては、これをやむを得ないこととする旨東京都に確認済みです。





【主な内容】


[措置施設]


①各種積立金への繰入上限額が撤廃されたこと②積立金は施設経理区分で計上（含む１５年度までの分）③収支分析表の廃止


[支援費施設]


①支援費施設での取扱が初めて明示された②各種積立金への繰入上限額が撤廃されたこと。③積立金は施設経理区分で計上（含む１５年度までの分）④収支分析表の廃止


[保育所・会計基準]


「平成１１年度までに積み立てた施設整備費積立金は本部経理区分で積立」は削除（廃止）。したがって、施設経理区分へ移行させること。


[保育所・経理規程準則]は特に変更なし。


[共通]


前期末支払資金残高について、当該施設の人件費、光熱水料等通常経費の不足分の補填、当該施設の建物の修繕及び業務省力化機器の整備等、都内で実施する社会福祉事業（都外に所在する都民対象施設を含む。）並びに公益事業に係る運営費等（前期末支払資金残高の１０％以内まで。）及び本部の運営に要する経費に充当可。
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